
　市営住宅は、住宅に困っている所得の低い方を対象とした住宅であ

り、現在、一般世帯向け住宅・高齢者向け住宅・身体障がい者向け住

宅・母子世帯向け住宅など、6,163戸あります。

　安心・安全な市営住宅を供給するため、建設・改修・修繕などによ

り適切な維持管理を行います。

一般・子育て・高齢者世帯及び障がい者を対象とした市営住宅です。

建物概要：鉄筋コンクリート造　５階建て　39戸
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新潟市の建築確認申請に係る届出等の動向

種別
件数（件）

令和 5年度 令和６年度

長期優良住宅の認定 718 915
省エネルギー法の届出 57 56
低炭素建築物の認定 14 16
CASBEE新潟の届出 23 15

福祉のまちづくり条例事前協議 54 58
バリアフリー法に基づく認定 1 0

建設リサイクル法
届出 2,044 1,967
通知 619 953

中高層建築物の届出 16 13
共同住宅の届出 33 37

新潟市木造戸建住宅耐震改修等補助事業の内容

区分 助成する額

ａ．耐震設計（耐震診断含む）
費用の1/2以内

25万円限度

ｂ．耐震改修工事
高齢者等世帯

費用の2/3以内

170万円限度

上記以外
費用の2/3以内

140万円限度

ｃ．段階的耐震改修工事
※①：1段階、②：２段階を示す

高齢者等世帯
費用の2/3以内

①100万円限度②70万円限度

上記以外
費用の2/3以内

①80万円限度②60万円限度

ｄ．耐震改修等促進リフォーム
b、c、fと同時に行う

リフォーム工事が対象

費用の1/2以内

20万円限度

ｅ．除却工事
高齢者等世帯

非課税世帯

費用の1/3以内

50万円限度

ｆ．耐震シェルター・防災ベッド設置 高齢者等世帯
費用の1/2以内

30万円限度

ｇ．家具転倒防止工事 高齢者等世帯 4,000円̃7,000円

特定建築物耐震診断等補助事業の内容

区分 助成する額

耐震診断
幼稚園・保育所、診断義務付建築物 費用の2/3以内

上限額あり緊急輸送道路沿道建築物

耐震設計
幼稚園・保育所、診断義務付建築物 費用の2/3以内

上限額あり緊急輸送道路沿道建築物

耐震改修工事
幼稚園・保育所、診断義務付建築物 費用の23％以内　上限額あり

緊急輸送道路沿道建築物 費用の2/3以内

上限額あり除却工事 緊急輸送道路沿道建築物

マンション耐震改修等促進事業の内容の内容

区分 助成する額

耐震診断

予備診断 費用の2/3以内 14万円限度

本診断
費用の2/3以内かつ3万円/戸
（限度：150万円/棟）

耐震設計 費用の2/3以内

耐震改修工事
費用（50.2千円/㎡限度）
×1/3以内かつ50万円/戸

危険ブロック塀等撤去工事補助事業の内容

区分 助成する額

危険ブロック塀等撤去工事 撤去費用等の1/2以内 15万円限度

令和６年度耐震補助制度利用状況

区分
件数
（件）

区分
件数
（件）

木造
戸建
住宅

耐震診断 237 

特定建築物
耐震診断

幼稚園・保育所 0 

耐震設計 26 診断義務付け 0 

耐震改修工事 9 緊急輸送道路沿道 0 

段階的改修工事 2 

特定建築物
耐震設計

幼稚園・保育所 0 

促進リフォーム 18 診断義務付け 0 

耐震シェルター・防災ベッド 8 緊急輸送道路沿道 1 

家具転倒防止工事 2 

特定建築物
耐震改修工事

幼稚園・保育所 0 

 被災ブロック塀等撤去工事 614 診断義務付け 0 

マンション

予備診断・本診断 1 緊急輸送道路沿道 1 

耐震設計 0 特定建築物
除却工事

緊急輸送道路沿道 0 
耐震改修工事 0 

◆住宅・建築物の耐震化を進めます。

　地震によって倒壊するおそれがある住宅や建築物に対して、耐震改修工事等にかかる

費用の一部を補助し、安心・安全の土台づくりを進めます。

新潟市の建築確認申請（建築物）の動向

●安心・安全な住み良いまちづくり

◆建築基準法に基づく住宅・建築物の安心・安全確保を推進します。

　建築基準法及び建築確認申請に係る各種届出等についての支援・指導を行うとともに、 

関連情報を市民や建築関係者へ提供し、地域と協働で住みよいまちづくりを進めます。





◆（仮称）山潟コミュニティハウス建設工事
　【構造】
　　　木造平屋建て
　【規模】
　　　延べ面積　500㎡


